
 
こんにちは。吉野ともゆきです。 
去る����年�月�日の東京都議会議員選挙では、公
明党は����年以来、�回連続の��名全員当選を果た
すことができました。コロナ禍の中で皆様より多大なる
ご支援を頂戴し感謝申し上げます。今後も皆様のご期待
にお応えできるよう、全力で働いてまいります。 

 令和�年度昭島市議会第２回定例会が６月��日から�月�日までの
会期日程で開催されました。吉野ともゆきは以下の２点について質問・要
望させて頂きました。引き続き、皆様の声に寄り添って質問をさせて頂きま
す。ご指導ご鞭撻を賜りますよう、何卒よろしくお願い申し上げます。 
   １．誰も取り残さないデジタル社会の実現に向けて 
      （�）高齢者へのデジタル支援について 

   ２．災害に負けないまちづくりについて 
      （�）民間企業との連携について 
      （�）自助の推進について   
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 昨年３月に昭島の新たなシンボルとして、図書館機能を中心とした 
知の拠点、アキシマエンシスがオープンしました！ 
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【問】：国において、本年５月に「デジタル庁」を新設することなどを
柱としたデジタル改革関連法が成立した。東京都も「デジタルサービス
局」を既に設置しており、昭島市においても今年度より、デジタル化の
推進としてデジタル化担当が新たに設置され、国民生活の利便性向上を
大いに期待する。ただ、忘れてならないのは、いわゆるn情報弱者|とよ
ばれる、特に高齢者の方への十分な配慮が大切である。デジタル弱者に
対しての市として基本的な考えは。 
【答】：「誰一人取り残さない、人に優しいデジタル化」を実現するこ
とが国の方針であり、本市として現状は介護予防や生涯学習としての高
齢者パソコン教室を開催している。引き続き、対策を検討していく。 
【問】：高齢者などに、スマホ等の情報端末機器を貸し出す考えは。  
【答】：国や都の補助や民間事業者の支援などを踏まえ調査研究する。 
【問】：市役所や市立会館等の公共施設に支援窓口を設置する考えは。 
【答】：高齢者のニーズや他市の状況、民間事業者と
の共働など様々な手法について調査研究していく。 
【問】：高齢者の集まり易い集会やサロン等に出向い
て、その中で講習会を開く出張サービスに取り組んで
は。また、その担い手として、デジタルネイティブ世
代、例えば大学生や市内小中学校の児童・生徒を活用
することで、新たな地域コミュティの創出にも繋がると考えるが。 
【答】：意義ある手段と考えられることから、他市の取組や具体的な実
現方法について調査研究していく。 

 

本会議の映像がインターネットでも見られます。 
昭島市のホームページから、 
「市議会」ڀ「昭島市議会インターネット映像配信」 
で、一般質問の内容全て、映像でご覧いただけます。 
以下、私の一般質問と市側の答弁をダイジェストで掲載いたします。 

 



【問】：企業等の社会貢献意欲の高まりなどを背景
に，様々な分野で民間企業等と行政が連携した取組
が広がっている。特に災害発生時は、市民の安全確
保のため、迅速な対応が要求される。行政と民間企
業との協働はより重要であると考える。避難生活が
長期化した場合には、避難所自体での生活が逆に苦

痛となる可能性が高い。その様な観点からも民間の宿泊施設やそれに類
する民間施設の活用は効果的と考える。また、災害が発生した場合など
地元の建設業の皆様は、真先に復旧のために被災現場で対応して頂いた
り、産業廃棄物処理業の皆様も災害廃棄物の処理のために貢献可能な設
備や専門知識を有している。企業の経営者からもぜひ有事の際は同じ昭
島で働いている者として協力したいとの声も聴く。このような民間企業
との災害時の応援協定について、市の基本的な考えは。 
【答】：新たな避難施設の確保としてホテルなどの民間施設も含め協定
締結に向けて検討していく。また、大規模災害発生後のがれきの撤去や
廃棄物の搬送・保管などの各種の災害対応についても民間企業等との連
携が図れるように協定締結などについて検討していく。 

【問】：災害から命を守るためには、一人ひとりの自助があって、本
来、必要な人への支援が共助、公助として活きてくると考える。まずは
自助努力が第一であり、その為の更なる周知啓発
を市として行う必要があると考えるが。 
【答】：今年度改訂し全戸配布する予定の市民防
災マニュアルでは、まずは自分の身は自分で守る
ために、各家庭でできる事前の対策などを紹介す
るほか、避難所以外の知人や親戚宅などへの避難
についても検討するよう周知に努める。 
【問】：各家庭の防災用備品購入助成制度を創設しては。  
【答】：他市の取組状況を参考に調査研究する。 

 

 



 昭島市では、災害に強いまちづくり
の推進を目的として、震災時に危険が
生じる可能性がある、市内の通学路沿
いのブロック塀等（高さ���メートル
以上）撤去する場合、また、撤去後に
木塀を設置する場合に、経費の一部を
補助する制度が�月よりスタートしま
した！ 
 この制度は、平成��年�月に発生し
た大阪北部地震で登校中の小学生が民
間ブロック塀の下敷きになった悲しい
事故をきっかけに、地域の保護者から
の不安の声を聴き、吉野ともゆきが平
成��年�月定例会で一般質問を行い実
現したものです。左の写真はこの制度
を活用して老朽化したブロック塀を撤
去してくださった方の撤去前と撤去後
の写真です。 

 

昭島市では、今年度から国民健康保
険に関する点検作業を自動化する
53$を導入しました。これまで手作
業で行っていた業務の時間短縮と費
用削減が期待されます。今後、役所
内の別業務にも53$を展開していく
予定です。私は令和�年�月定例会
で行政のデジタル化推進のため、
53$導入を提案させて頂きました。 パソコン上で53$を活用した自動化作業を視察 


